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〔論文内容の要

本論文は，以

旨〕

下の６章から構成されている。

本論文の基本

って歴史的に検

る。 年にイ

合，独立時点で

しかし，独立以

いない。この原

点としている。

的な分析目的は，スリランカ

討することであり，それをベ

ギリスからの独立を達成した

は，他のアジアの新興独立国

後の経済成長のペースが相対

因を経済活動の面からとらえ

経済の到達点を金融面に焦点

ースに今後の課題を展望する

スリランカの経済水準を一

の水準と比較すると，相対的

的に遅く，工業化に関しても

，今後の発展のための方策を

を当てた実証分析によ

ことも視野においてい

人あたり で見た場

に豊かな国であった。

顕著な進展が見られて

提示することを分析視

序に続く第２

ランカ同様にイ

諸国及び 年

ンガポール，タ

済活動とを比較

高かった国々と

ここでは，各

章では，こうしたスリランカ

ギリスからの独立国である，

代後半に高度経済成長を達成

イの東アジア諸国の経済活動

検討している。各国の経済活

成長率の低かった国々との相

国の経済構造の特徴を述べ，

における経済発展の問題点を

インド，パキスタン，バング

した，インドネシア，マレー

の構造を基本的な経済指標に

動の特徴を明らかにすること

違の原因を検討している。

各国の成長率，人口１人あた

明確にするため，スリ

ラディシュという近隣

シア，フィリピン，シ

従ってスリランカの経

をとおして，成長率の

り成長率，貯蓄―投資

バランス，貿易

貿易収支が黒字

海外直接投資を

続し，貯蓄―投

貿易収支の赤字

本論文の第３

収支を基本に比較をおこなっ

で，貯蓄―投資バランスが基

大量に受け入れているのに対

資バランスが投資超過になっ

が独立以降大部分の期間で継

章では，スリランカにおける

ている。この結果，経済成長

本的に貯蓄超過であり，貿易

して，成長率の低い国々では

ていると述べている。スリラ

続している。

貿易収支の赤字と投資超過が

率の高かった国々は，

収支が赤字の場合には，

，貿易収支の赤字が継

ンカでは，投資超過と

長期間継続した原因を
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明らかにする

独立後

り，紅茶，ゴ

ため，独立以降のスリランカ

年代までのスリランカ経済は

ム，ココナッツと言う輸出商
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経済の変動を時間の流れに

，植民地時代から継続する

品を持ち，これら商品の国

沿って分析している。

プランテーション農業によ

際価格も安定していたので，

マクロの経済

ものであり，

市況が軟調に

では社会主義

興策が政策の

は顕著に表れ

画経済の枠組

活動は安定していたが，プラ

主食である米の自給も達成さ

なり，貿易収支が赤字化した

計画経済が基本であり，上記

基本におかれ，価格統制も厳

ることがなかった。この間に

みから脱却することはなかっ

ンテーション以外の経済活

れていなかった。 年代

。スリランカにおける基本

の状態に対応するため輸入

格であり，貿易収支は赤字

政治体制の変動も経験した

た。この結果， 年以前

動は極めてプリミティブな

に入ってからは，国際商品

的な経済運営は， 年ま

代替的な工業化と農業の振

ではあるが，赤字幅の拡大

が，基本的には社会主義計

には経済成長率が大きく上

昇することは

年にな

関からの借り

代前半にかけ

の交代，経済

して，第１次

れることので

年の経

なかった。

って，政権の交代により経済

入れを増加し，政府主導の公

て経済成長率が上昇し，反面

活動の自由化，輸出主導の工

オイル・ショックによる輸入

きない事実である。

済活動の自由化は，公共投資

活動の自由化が標榜され，

共投資を拡大した。この結

物価水準も急激な上昇を経

業化を目指すという経済シ

価格の上昇に伴う経済活動

を増加し，経済成長率を高

これを支えるために国際機

果 年代後半から 年

験している。こうした政権

ステムの変更のきっかけと

の混乱が存在したことも忘

める効果はあったが，民間

の経済活動特

年代に入ると

て騰勢を強め

の対米ドルレ

年以降

この状況を解

国際収支の均

に製造業部門における経済活

，経済成長率は低下し，貿易

た。この為， 年の経済活

ートは継続的な切り下げが必

でも，政府による投資を含め

消するためには，金融システ

衡化，為替レートの管理とを

動の活性化を生み出すこと

収支の赤字は拡大し，物価

動の自由化以降外国為替市

要となった。

た貯蓄―投資バランスは依

ムを整備し，国内の貯蓄を

併せて，スリランカ経済に

には成功しなかった。

上昇率も 年以前に比べ

場では，スリランカルピー

然として投資超過であり，

増強することが必要である。

おいては，金融部門に関連

する課題が多

と考えること

本論文の第

年以降の経済

スリランカ

テーション経

その後，次第

くなったことが， 年の経

ができる。

４章では，スリランカにおけ

活動の自由化以降を中心に整

における金融システムは，独

済の活動を支えることを目的

に国有銀行を中心とした，金

済活動の自由化に起因して

る金融システム変化と為替

理している。

立時点では極めてプリミテ

とした外国銀行支店の活動

融システムの整備が進めら

発生した新たな問題である

管理政策変化の特徴を

ィブな状況であり，プラン

が中心的な活動であった。

れ，国民の貯蓄意識の向上

を目指して，

債市場，株式

テムの整備を

制と外国為替

外貨為替市場

こうした金

全国的に展開する金融機関の

市場も 年の経済活動の自

活用しながら，スリランカ中

市場における通貨価値の維持

における調整のメカニズムに

融政策を安定的に運営するた

設立も進められた。これと

由化以降次第に整備が進め

央銀行は，金融政策によっ

を目指した調整を行った。

関して，詳細な説明が与え

めには，マクロの経済活動

併せて，債券市場，短期国

られた。こうした金融シス

て，インフレーションの抑

金融制度の整備プロセスと

られている。

と貨幣需要との間に安定的
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な関係が存在す

本論文の第５

する分析を展開

立命館経済

ることが必要である。

章では，上記の問題意識に従

している。これと併せて，こ

学（第 巻・第２号）

った，スリランカにおける貨

の章ではスリランカにおける

幣需要関数の推定に関

基本的な金融政策の運

営方法に関して

貨幣需要関数

タと四半期デー

いる。スリラン

本論文ではこれ

は四半期単位の

これを作成する

も詳細に説明している。

の推定においては， 年か

タによって，貨幣需要項目と

カの貨幣需要関数を推定する

に対する処理を先ず行ってい

データが公表されてい

ことが必要である。次に，公

ら 年までの長期的なデー

して 及び を対象とし

上では，データ操作に関して

る。データ処理上の問題点の

ないので，インターポレーシ

表されている各期の貨幣スト

タを用いて，暦年デー

た推定作業を展開して

いくつかの課題があり，

第１は， 年代まで

ョンの手法によって，

ックのデータは，期末

残高のデータの

本論文では，

よる推定結果と

本論文の推定

需要関数に関し

結果をえること

利用期間が短く

需要関数の

みであるので，平均化の作業

月末残のデータを用いて四半

の比較を行っている。

結果では，暦年データを用い

ては，安定的な推定結果が得

に成功していない。これに対

，十分な推定が行えなかっ

推定には貨幣供給面を考慮し

を行って利用することが必要

期平均と暦年平均を計算して

た場合も四半期データを用

られたが， に関しては，

する理由として， と代替

たこと，および金融政策の対

た推定を行う必要があるが，

であることである。

用いて，公表データに

いた場合も， の貨幣

必ずしも説得的な推定

的な金融資産の金利の

象が であるので，

これに関する十分なデ

ータを収集する

本論文の６章

〔論文審査の結

本論文は，ス

指した実証研究

報告書等に若干

うことができる

ことができなかったことなど

では，上記の結果を整理し，

果の要旨〕

リランカにおける経済発展の

である。スリランカ経済を対

見られるが，計量経済学的な

。

が挙げられる。

今後の検討課題が提示されて

プロセスと問題点を包括的に

象とした，このような包括的

手法を用いた研究は少なく，

いる。

明らかにすることを目

な分析は，中央銀行の

貴重な研究であると言

論文の構成及

蓄不足による，

に求めており，

こうした明確

ランカ経済を対

れており，学位

しかしながら

び課題の内容は明確である。

投資不足と対外借り入れに伴

論旨は明確である。

な方向性に従って，スリラン

象としては，ほとんど行われ

論文として十分に受け入れる

，本論文で対象とする範囲で

全体的にスリランカにおける

う為替レートの切り下げ，貿

カ経済の抱える課題を整理し

ていない計量経済分析の手法

ことが可能な論文であると判

行うことが可能であると考え

経済成長の停滞を，貯

易収支の赤字幅の拡大

，これと併せて，スリ

による実証分析も含ま

断した。

られる実証分析は，本

論文に示されて

にするためには

本論文は，ス

であるが，スリ

在している。こ

学位論文として

いる範囲に限定されている訳

，より一層の実証分析が必要

リランカ経済の経済システム

ランカにおける経済成長を停

うした政治システムと経済シ

は必要であるとも考えられる

ではなく，現実のスリランカ

である。

面からの分析を中心としてお

滞させている原因として，政

ステムの間の関係を明らかに

。

経済を包括的に明らか

り，ある意味では当然

治体制の不安定さが存

することも，記述的な
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〔試験または

申請者は

論文をいずれ

学力確認の結果の要旨〕

年４月に本学大学院経済学

も，レフリー制の『立命館大

博士学位論文要旨

研究科博士課程後期課程に

学社会科学研究』に公表し

３年間在籍し，３編の単著

ている。

本論分の主

本論文提出後

本論文提出

おける発表お

された。さら

以上の諸点

ことを適当と

査はこの間，本論文提出者と

主査を含む全審査委員はそれ

者は本学学位規程第 条第２

よび質疑応答を通じて本論文

に同規程第 条第２項該当者

を統合して，本論文提出者に

判断する。

研究指導を通じて，日常的

ぞれの立場から論文の内容

項該当者であり， 年２

申請者が博士としての十分

であることから，筆記試験

対して博士（経済学 立命

に研究討論を行ってきた。

について審査を行った。

月 日に実施した公聴会に

な学識を有していると確認

による学力確認を免除した。

館大学）の学位を授与する
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